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このニュースは県議会政務活動費で作成し配布しています。 

 県は６月１日、新型コロナウイルス感染症の対策として、５０億

８００万円の補正予算案（第３次）を発表しました。 

 主な事業は、▽感染防止策と医療提供体制の整備（３１億  

９５００万円）▽県民生活への支援（６億７７００万円）▽県内産

業への支援（４億３６００万円）などです。 

 感染防止策として、現在2カ所の地域外来・検査センター（鹿

嶋・筑西）を県内９カ所に増設する設置・運営費を予算化。党

県議団の要望が実りました。また、医療機関６カ所にＰＣＲ検査

機の購入費全額補助のほか、感染症対策に従事する保健所

などの県職員に日額３千～４千円の手当などを盛り込みまし

た。 

 教育面では、家庭でのオンライン学習を保障するため、県立

高校に通う生徒へのタブレット貸与や、家庭へのWi-Fiルー

ターの整備支援などを計上。 

 一方、イベントの自粛・中止への補償や文

化・芸能・音楽などへの活動支援は予算化

されていません。実現を求めます。 

 東海第２原発の再稼働の賛否を問う県民投票条例（案）が、

いよいよ６月議会で審議されます。これに先立ち、６月１日の議

会運営委員会で審議日程が決められました。 

 共産党は議運の正式メンバーではありませんが、委員外議員

として江尻議員が以下の点を意見しました。 

 ▼条例案を審議する委員会の参考人に、資源エネルギー庁や原子力

規制庁など国の職員を呼ぶのは適当ではない。他県の先行事例でも例

がない。審議するのは原発の賛否ではなく、県民投票をやるかやらな

いかであり、国のエネルギー政策や原子炉の安全対策などを聞く必要

はない。【回答／他県で国の職員を呼んだ例はないが、本県ではあら

ゆる角度から議論を深める必要があると考えて選んだ】 

 ▼新潟県では知事が委員会に出席して質問に答えており、本県

でも出席すべきではないか。【回答／知事は委員会に出席しない】 

 いずれの意見も却下されましたが、県民

投票を求める条例案が出されるのは、茨

城県政史上２回目という重要事項です。   

 約９万人の署名に託された意見を受け

止め、県民投票実現に最善を尽くします。 

  

新型コロナ対策 
山中たい子議員 

６/20 予算特別委で質問 

江尻かな議員 

６/１８  連合審査会で審議 

県民投票条例（案）の審議方法等について  

６／８（月） 13:00～ 

議案の提出・知事提案理由説明 

県民投票の会代表者意見陳述 

 （陳述者１名、陳述時間２０分） 

６／１１（木）

～１５（月） 
13:00～ 本会議一般質問（共産党の質問なし） 

６／１７（水） 10:30～ 
防災環境産業委員会と総務企画委員会の

連合審査会での審査を決定 

６／１８（木） 10:30～ 

連合審査会（インターネット中継あり） 

１．県執行部からの説明（90分） 

２．参考人意見聴取・質疑（各30分ずつ） 

 ①大学教授（行政法） 

 ②資源エネルギー庁職員 

 ③原子力規制庁職員 

 ④関係市町村の首長 

 ⑤県民投票の会代表者 

３．質疑、会派ごとの討論・意見表明 

４．防災環境産業委員会で採決 

６／２０（土） 10:30～ 予算特別委員会（山中県議が質問予定） 

６／２３（火） 13:00～ 本会議で審査報告・討論・採決 

■地域外来・検査センター(９カ所)の設置・運営委託費 

■医療機関のPCR検査機(6台)や人工呼吸器整備に対する補助 

■軽症者・無症状者を受け入れる民間ホテルなどの借り上げ 

■高齢者福祉施設や児童養護施設の個室化改修費補助 

■感染が発生した通所施設等の訪問サービスへの切り替え補助 

■感染症対策に従事した県職員への特例手当 

■放課後児童クラブの休校中経費補助（国1/3､県1/3､市町村1/3） 

■放課後児童デイの休校中経費補助（国1/2､県1/4､市町村1/4） 

■生活困窮者等への家賃支援（住宅確保給付金）の増額 

■児童相談所等の迅速な情報共有・判断に必要なＩＣＴ機器導入 

■県立高校生徒へのタブレットや家庭用無線環境などの整備 

■県立看護学校(中央･つくば･結城)オンライン学習設備の整備 

■県内ホテル・旅館を対象に旅行宿泊料金の割引支援 

■学校給食食材に「奥久慈しゃも」を提供する経費支援 

■予備費（７億円） 

コロナ対策や県民投票、そのほか県政へのご意見・ご要望、お困り事などお寄せください。 



医療従事者応援金 ２３医療機関に支給 

 県は、新型コロナウイルス感染症の最前線で奮闘する医師、看護師、その他スタッフなど

の医療従事者に「特別手当」等を支給する応援金制度を創設し、県民から寄附を募って

います。  ●問い合わせ先／県医療人材課☎０２９（３０１）３１９１ 

 これまでに１億３，６００万円の寄附が集まり、県の予備費を上乗せしたうえで患者１６８人

が入院した２３医療機関に患者１人あたり１００万円の応援金が支給されました。 

 引き続き寄附による応援金を継続しながら、新型コロナの影響で大幅な減収になってい

るすべての医療機関への補償を行うよう国・県に求めます。 

 

 緊急小口資金 

受付件数 

総合支援資金 

受付件数 

水 戸 市 ６０３ ４０３ 

日 立 市 ３９０ ９５ 

土 浦 市 ５４７ ９１ 

古 河 市 ２２９ ２５ 

石 岡 市 １３４ ３４ 

結 城 市 ７４ ９ 

龍 ケ 崎 市 １６１ １３ 

下 妻 市 ７７ ７ 

常 総 市 １２８ ６ 

常 陸 太 田 市 ３８ １１ 

高 萩 市 ４４ ４ 

北 茨 城 市 ５６ ３ 

笠 間 市 １１４ ８ 

取 手 市 ２５４ ４３ 

牛 久 市 １３７ １１ 

つ く ば 市 ４５７ ６３ 

ひたちな か市 ３４２ １２７ 

鹿 嶋 市 １１９ ２５ 

潮 来 市 ７０ １４ 

守 谷 市 ９６ ２０ 

常 陸 大 宮 市 ４９ ４ 

那 珂 市 ４８ ５ 

筑 西 市 １５８ ６０ 

坂 東 市 ８６ １２ 

稲 敷 市 ８４ ５ 

かすみがうら市 ６８ ５ 

桜 川 市 ２９ ５ 

神 栖 市 ２３５ ６５ 

行 方 市 ３１ ３ 

鉾 田 市 ５９ ８ 

つくばみらい市 ５７ １５ 

小 美 玉 市 ６８ １６ 

茨 城 町 ４７ １５ 

大 洗 町 ２７ ９ 

城 里 町 ２３ ６ 

東 海 村 ４２ １ 

大 子 町 ２１ ２ 

美 浦 村 ３３ ７ 

阿 見 町 ９７ ３３ 

河 内 町 １０ ２ 

八 千 代 町 ４１ ２３ 

五 霞 町 ８ ３ 

境 町 ３８ ３ 

利 根 町 ２０ ３ 

受付件数合計 ５，４４９ １，３２２ 

貸 付 決 定 数 

（ 貸 付 金 額 ） 

５，２２３ 

（908,605千円） 

９４４ 

（502,382千円） 
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 陽性者数（人） 検査数（人） 

茨城県衛生研究所 １４４ （１/２６～５/２９） ４，３９８ 

水戸市保健所 ３ （４/２０～５/２８）   ２３７ 

民間検査機関 １５ （３/１７～５/２８） ２，７９３ 

医療機関 ３ （３/１７～５/２８）   ８５５ 

その他検査機関 ３ （４/ ３～５/２１）   １３３ 

合 計 １６８ ８，４１６ 

雇用調整助成金 ようやく３５１件支給 

 売上が５％以上減少した中小企業で、従業員を解雇せずに休業手当を６０％以上支

払っているものに対して助成します。支給金額は従業員１人あたり上限８，３３０円でしたが

１５，０００円に引き上げ、支給対象期間は９月３０日まで延長される予定です。 

 国が全額（10/１０）助成することになった場合は、県の上乗せ（１/１０）はなくなります。 

 茨城労働局によると、５月２８日現在で県内の申請は５７０件、そのうち支給決定は３５１件

にとどまっています。  ●問い合わせ先／茨城労働局☎０２９（２２４）６２１９ 

Ｐ
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※検査数には、入院患者等の陰性確認検査は含んでいません。 

【県は１日３００件の検査が可能としており、今後６００件に拡充する方針。

医療機関や高齢者・障害者福祉施設の職員については、軽い風邪の症状

でもすぐに検査を実施すると発表。抗原検査の活用も検討中】 

新型コロナ入院ベッド１５１床 
 県内の医療機関にある新型コロナ対応の入院ベッドは１５１床。そのうち重症者用は３０

床しかありません。現在は入院患者が減少していますが、一番多い時で８２人が入院して

いました。感染拡大の第２波にそなえ、今後のピーク時に必要な病床数を県は１０００床と

し、医療機関等の協力を得ながら増やしたいとしています。 

休業要請協力金 申請受付６/３０まで 

 県の要請で休業や時間短縮した施設・店舗への協力金（最大３０万円）について、５月

末現在の申請受付は８，９３３件。そのうち、支給されたのは５，８９２件（６６％）で支給額は９

億８７００万円になっています。引き続き申請を受け付けており、締め切りは６月３０日です。 

 ●問い合わせ先／県相談窓口☎０２９（３０１）５３７５ 

 施設や店舗が休業したことにより、イベント開催や文化芸術活動も自粛・キャンセルを余

儀なくされています。フリーランスを含めて、さらなる支援が必要です。 

県独自貸付・中小企業融資 申請受付中 
 売上が５０％以上減少した事業者のうち、金融機関の融資が受けられなかったものに対

し、上限２００万円の貸付が５月１１日から開始。商工会や商工会議所を通して、これまで

に３２件が申請。来年２月末までの受付です。また、信用保証付き融資の過去の借入を借

換可能とする中小企業融資（上限３千万円、期間１０年、無利子・無担保）は、１２月末まで

の保証申込受付分までです。  ●問い合わせ先／県相談窓口☎０２９（３０１）２８６９ 




